
２ 紀伊合同宿舎
{減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要 （単位：円）

用 途 種 類 場 所 帳簿価額

土地 和歌山市神波字川原30`３ 90¶800¶000

紀伊合同宿舎４号棟 建物 和歌山市神波字川原30`３ `

構築物 和歌山市神波字川原30`３ `

}減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産ごとの内訳
（単位：円）

用 途 種 類 減損額 うち損益計算書に計
上した金額

うち損益計算書に計
上していない金額

土地 32¶235¶662 ` 32¶235¶662

紀伊合同宿舎４号棟 建物 ` ` `

構築物 ` ` `

３ 外国人教師用宿舎
{減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要 （単位：円）

用 途 種 類 場 所 帳簿価額

外国人教師用宿舎
土地 和歌山市西高松１`316`２ 88¶800¶000

建物 和歌山市西高松１`316`２ `

}減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産ごとの内訳
（単位：円）

用 途 種 類 減損額 うち損益計算書に計
上した金額

うち損益計算書に計
上していない金額

外国人教師用宿舎
土地 20¶681¶706 ` 20¶681¶706

建物 ` ` `

２．金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

（単位：円）

貸借対照表計上額
（＊１） 時価（＊１） 差額（＊１）

\ 現金及び預金 1¶199¶996¶208 1¶199¶996¶208 `

] 未収学生納付金収入 26¶566¶400

徴収不能引当金（＊２） � 128¶301

26¶438¶099 26¶438¶099 `

^ その他の未収入金 14¶207¶877 14¶207¶877 `

_ 短期リース債務（＊３） (98¶228¶865) (98¶380¶043) (151¶178)

` 未払金（＊４） (496¶040¶383) (496¶040¶383) `
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|減損の認識に至った経緯
承継時に出資された資産ですが、平成24年２月11日に入居者が退去し、平成24年６月22日
の全学人事委員会において外国人教師の新規採用を行わないと決議されたことにより、外国
人教師用宿舎の用途として使用しないと決定しました。その後、有効な活用計画が得られず、
平成24年７月１日を使用しなくなる日とし、減損を認識しました。

|減損の認識に至った経緯

承継時に国際交流会館建設用地として出資された資産であり、国際交流会館建設実現に向

けた要求等を行ってきましたが、予算の確保が極めて困難な状況で建設の見込みが立たず、

将来の使用が確実に想定されないため減損を認識しました。

}減損額

回収可能サービス価額が帳簿価額を上回ったため、減損処理を行っていません。

~回収可能サービス価額の算定方法

回収可能サービス価額は、正味売却価額により算定しています。

正味売却価額は、相続税評価額に基づき算定した価額により処分費用見込額を差し引いた

額としています。

|減損の認識に至った経緯

平成22年６月15日に近畿財務局長より１号棟～３号棟を平成24年７月31日で廃止する旨の

通知があり、本学においても平成24年６月14日の経営協議会において廃止を決定し、敷地及

び建物を売却するため、平成24年12月13日に文部科学省へ中期計画の変更申請を行い、平成

25年３月29日に認可を受けたので、減損を認識しました。

~回収可能サービス価額の算定方法

・土地

回収可能サービス価額は、正味売却価額により算定しています。

正味売却価額は、相続税評価額に基づき算定した価額により処分費用見込額を差し引いた

額としています。

・建物、構築物

売却の見込みがないことから、使用価値相当額を採用しています。使用価値相当額につい

ては、当該資産の帳簿価額に、当該資産につき使用が想定されていない部分（使用しないと

いう決定を行った部分を含む。）以外の部分の割合を乗じて算出した価額を用いています。

~回収可能サービス価額の算定方法
・土地
回収可能サービス価額は、正味売却価額により算定しています。
正味売却価額は、相続税評価額に基づき算定した価額により処分費用見込額を差し引いた
額としています。
・建物
売却の見込みがないことから、使用価値相当額を採用しています。使用価値相当額につい
ては、当該資産の帳簿価額に、当該資産につき使用が想定されていない部分（使用しないと
いう決定を行った部分を含む。）以外の部分の割合を乗じて算出した価額を用いています。

Ö 金融商品の時価等に関する状況
１．金融商品の状況に関する事項
当法人は、資金運用については預金、国債、地方債及び政府保証債等に限定しています。
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